
熊本市の

男女共同参画のあゆみ

企画広報部内に「婦人生活課」設置

自主グループ登録制度設置

第１回女性に関する市民意識調査実施

「熊本市女性問題懇話会」設置

「熊本市女性問題行政推進委員会」設置

情報誌「はあもにい」創刊

くまもと女性フォーラム開催（2000 年から男女共生フォーラムに名称変更）

第２回女性問題に関する市民意識調査

女性リーダー養成講座開講（平成 4年度～平成 9年度）

「くまもと市女性プラン」策定（～平成 12 年）

「総合婦人会館・カルチャーセンター」開館（婦人生活課を館内へ移転）

「第１回女性問題全国都市会議」開催（総合婦人会館にて）

第２期女性問題懇話会発足

熊本市女性問題懇話会提言「21 世紀男女共同参画社会の実現をめざして」

「婦人生活科課」から「女性政策課」へ名義変更

「熊本市女性問題行政推進委員会」廃止「熊本市女性行政推進会議」設置（会長助役）

女性グループへの講師派遣事業実施

「くまもと市女性プラン実施計画」策定（平成 4年～平成 6年）「婦人週間記念ウィーク」開催（～平成 12 年）

女性に関する実態調査

出前講座事業開始

1987 ～ 2001 年

◎「子どもの権利に関する条約」採択

◎学習指導要領改訂「中学・高校における家庭科の男女共修等」

◎合計特殊出生率 1.57 に ◎「育児休業法」公布 ◎「育児休業法」施行
◎婦人問題担当大臣が初めて置かれる

◎「育児休業法」施行

◎中学校家庭科男女共修実施

◎男女共同参画室を設置

◎「男女共同参画推進部」設置

◎高校家庭科男女共修実施

◎「男女共同参画審議会（政令）」設置 ◎「育児休業法の改正」

　（育児・介護休業法成立）

◎ＩＬＯ156 号条約

　（家庭的責任を有する男女労

　働者の機会及び待遇の均等に

　関する条約）」批准

◎国連第 48 回総会「女性に対する暴力の撤廃に関する宣言」採択
◎少子化加速
◎女子大生 100 万人突破

1987（昭和 62）年度 1988（昭和 63）年度 1989（平成元）年度

1992（平成４）年度 1993（平成 5）年度 199４（平成６）年度 199５（平成７）年度1990（平成２）年度 1991（平成 3）年度

「女性政策課」から「男女共同推進課」へ名称変更

「総合女性センター市民サポーター制度」設置

「市民グループ支援制度」設置

「女性学セミナー」開講

◎「男女共同参画ビジョン」答申

◎「男女共同参画 2000 年プラン」策定

「勤労婦人センター」を経済振興局商工振興部雇用福祉課より男女共生推進課へ移管

「熊本市男女共同参画推進懇話会」設置

「総合女性センター」を男女共生推進課のかい組織へ移管

機構改革。担当部署を市民生活局へ移管

「世界女性スポーツ会議」開催決定

「くまもと市男女共同参画プラン」策定

「ＤＶ防止連絡会議」「庁内ＤＶ防止

　　　　　ネットワーク会議」設置

ファミリー・サポート・センター〈熊本〉開設

熊本市女性リーダー協議会発足

第３回女性に関する市民意識調査

熊本市女性行政推進会議を廃止し、主管部長連絡調整会議へ集約
ＤＶ防止ネットワーク準備会設置

熊本市男女共同参画推進懇話会提言「男女がかたりあい共に築く 21 世紀」

◎「男女共同参画審議会（法律）」設置 ◎老年人口が初めて子ども人口を上回る

◎男女共同参画審議会

　「男女共同参画社会基本法について」答申

◎改正男女雇用均等法施行
◎国連特別総会「女性 2000 年会議」

　　　　　　　　　（ニューヨーク）

◎「男女共同参画基本計画」策定 ◎ＤＶ防止法施行

◎「男女共同参画会議」設置

◎内閣府に男女共同参画局を設置
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◎改正育児・介護休業法施行

◎男女共同参画社会基本法公布・施行

◎パラサイトシングル増加


